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回次
第68期

中間連結会計期間
第69期

中間連結会計期間
第68期

会計期間

自2024年
　４月１日
至2024年
　９月30日

自2025年
　４月１日
至2025年

　９月30日

自2024年
　４月１日
至2025年
　３月31日

売上高 （千円） 9,618,429 9,804,218 18,725,797

経常利益 （千円） 380,662 368,098 1,019,358

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（千円） 167,615 210,546 661,261

中間包括利益又は包括利益 （千円） 141,923 222,793 643,379

純資産額 （千円） 4,884,126 5,510,759 5,385,582

総資産額 （千円） 9,709,740 11,482,506 11,084,348

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 11.09 13.93 43.74

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 50.1 47.8 48.3

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 582,678 676,776 △322,068

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △48,354 △20,406 △70,331

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △20,340 263,312 405,916

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 3,575,722 3,995,318 3,075,749

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお
りません。

　　　２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２【事業の内容】
　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更
はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」について重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

　(1) 財政状態及び経営成績の状況

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、インバウンド需要の増加や雇用・所得環境の改善により緩やか

な回復基調で推移しました。一方で、米国の通商政策の動向やロシア・ウクライナ情勢の長期化による不安定

な国際情勢、継続する原材料価格の上昇など、依然として先行き不透明な状況が続いております。

　このような環境下、当社グループは、サステナビリティ戦略に基づき、基幹事業の収益基盤強化、新規事業

開拓でのNEXT事業創出、M＆A、資本参加等の事業投資、待遇改善や社員教育の充実化での人財への投資を行っ

ていくことで持続性のある企業成長を目指し、法令遵守、経営資源の有効活用と地球環境保全に積極的に取り

組み社会的責任を果たしてまいります。

　2025年６月に公表いたしました中期経営計画に基づき、宇宙ビジネス、AI開発環境構築等のNEXT事業創出に

向けた取り組みを積極的に推進します。

　この結果、当中間連結会計期間におきましては、連結売上高は98億４百万円（前年同期比1.9％増）となり

ました。損益面では、営業利益は４億１千９百万円（前年同期比3.4％増）、経常利益は３億６千８百万円

（前年同期比3.3％減）、親会社株主に帰属する中間純利益は２億１千万円（前年同期比25.6％増）となりま

した。

　セグメントの業績は以下のとおりであります。

　システムソリューションにおきましては、前年同期に大学向けの大型案件があったため、売上高は14億２千

万円（前年同期比9.2％減）となりましたが、利益率及び経費の改善により、営業損失は４千３百万円（前年

同期は８千４百万円の営業損失）となりました。

　ネットワークソリューションにおきましては、2025年度からのJアラート新型受信機移行にともない、関連

製品の納入が順調なため、売上高は８億５千４百万円（前年同期比29.5％増）となりましたが、利益率の高い

案件の減少により、営業損失は２千８百万円（前年同期は１千９百万円の営業損失）となりました。

　電子部品及び機器におきましては、連結子会社である株式会社エアロパートナーズにおいて防衛省向け航空

機部品案件の下期からの前倒し及び為替変動の影響による売上が増加、ならびにAIやクラウドサービスの普及

などによりデータセンターの需要が旺盛で、光ファイバ用途の機能性接着剤案件が増加したことにより、売上

高は75億２千９百万円（前年同期比1.8％増）、営業利益は４億９千１百万円（前年同期比3.8％減）となりま

した。

　セグメント間取引については、相殺消去しております。

　財政状態の概要は以下のとおりであります。

　当中間連結会計期間末における資産は114億８千２百万円（前連結会計年度末110億８千４百万円）、負債は

59億７千１百万円（前連結会計年度末56億９千８百万円）となり、前連結会計年度末に比べて増加しました。

主に流動資産及び固定負債で前連結会計年度末に比べて増加しました。流動資産では受取手形、売掛金及び契

約資産の回収が進み減少しましたが、前渡金及び現金及び預金が増加したこと、流動負債では支払手形及び買

掛金、短期借入金、未払法人税等が減少しましたが、固定負債で長期借入金の増加により資産及び負債が増加

しております。
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（資産）

　当中間連結会計期間末における流動資産は107億３千４百万円となり、前連結会計年度末に比べ４億４千１

百万円増加しました。これは主に、受取手形、売掛金及び契約資産が６億９千３百万円、商品及び製品が９千

８百万円減少しましたが、現金及び預金が９億１千９百万円、前渡金が４億３千５百万円増加したことにより

ます。

　固定資産は７億４千８百万円となり、前連結会計年度末に比べ４千３百万円減少しました。これは主に、繰

延税金資産が４千２百万円減少したことによります。

　この結果、総資産は114億８千２百万円となり、前連結会計年度末に比べ３億９千８百万円増加しました。

（負債）

　当中間連結会計期間末における流動負債の合計は51億９千４百万円、前連結会計年度末に比べ１億９千４百

万円減少しました。これは主に、前受金が４億２千１百万円増加しましたが、支払手形及び買掛金が２億５千

９百万円、短期借入金が１億８千３百万円、未払法人税等が１億８千５百万円減少したことによります。

　固定負債は７億７千７百万円となり、前連結会計年度末に比べ４億６千７百万円増加しました。これは主

に、長期借入金が４億８千９百万円増加したことによります。

　この結果、負債合計は59億７千１百万円となり、前連結会計年度末に比べ２億７千２百万円増加しました。

（純資産）

　当中間連結会計期間末における純資産合計は55億１千万円となり、前連結会計年度末に比べ１億２千５百万

円増加しました。これは主に、配当金の支払９千６百万円がありましたものの、親会社株主に帰属する中間純

利益が２億１千万円発生したことによります。

　(2) キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末より９億１千９百万円増加し、39億

９千５百万円となりました。

　　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間において、６億７千６百万円の増加（前年同期は５億８千２百万円の増加）となりまし

た。これは主に、前渡金の増加４億３千５百万円、仕入債務の減少２億５千９百万円、法人税等の支払２億９

千３百万円の支出がありましたものの、税金等調整前中間純利益３億６千８百万円、売上債権の減少６億９千

７百万円、棚卸資産の減少９千８百万円、前受金の増加４億２千１百万円の収入によるものです。

　　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間期連結会計期間において、２千万円の減少（前年同期は４千８百万円の減少）となりました。これは

主に、有形固定資産及び無形固定資産の取得２千万円の支出によるものです。

　　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間において、２億６千３百万円の増加（前年同期は２千万円の減少）となりました。これ

は主に、子会社における短期借入金の純減額１億８千３百万円、長期借入金の返済５千万円、配当金の支払９

千６百万円の支出がありましたものの、子会社における長期借入金６億円の収入によるものです。

　(3) 経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあり

ません。

　(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題については重要

な変更はありません。

　(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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　(6) 資本の財源及び資金状況の流動性についての分析

① 資金需要

当社グループの資金需要は、主に運転資金需要です。

運転資金需要のうち主なものは、当社グループにおいて商品の仕入の他、販売費及び一般管理費の営業費用

に係るものです。商品の仕入については、当社グループは主に顧客からの受注後、個々の商品を発注する受注

販売を原則としておりますので、顧客からの債権回収と仕入先への支払時期の差や、個々の受注取引額の大き

さ、取引の集中度により資金需要の時期、量に変動が生じております。また、連結子会社である株式会社エア

ロパートナーズの主要仕入先は海外仕入先であり、支払が先行する場合が多く、資金需要を増加させる要因と

なっております。

② 資本の財源

当社グループは、堅固なバランスシートの維持、事業活動のための適切な流動性資産の維持と資金調達の安

定性を財務方針とし、主たる資金需要である運転資金については、内部資金を活用しておりますとともに、増

加運転資金の安定かつ効率的な調達を行うため、提出会社におきまして金融機関との間に当座貸越契約及び貸

出コミットメント契約10億円を締結しております（借入未実行残高10億円）。また、グループ会社の資金需要

については提出会社からの資金の貸出とグループ会社が独自に金融機関との間にシンジケートローン契約60億

５千万円及び当座貸越契約を締結しております。そのために運転資金需要が減少した際には手持ち流動性が増

加する場合がありますが、流動性資産の維持・安全性を優先しております。

③ キャッシュ・フロー

キャッシュ・フローの分析につきましては、上記(2)キャッシュ・フローの状況に記載しているとおりであ

ります。

契約会社名 契約締結先 契約内容 契約期間

株式会社エアロパートナーズ

東京都新宿区西新宿３丁目

２番11号

小柳　誠

株式会社みずほ銀行

借入金枠 30億円（増額前22億円）

返済方法 満期日に一括返済

基準金利＋スプレッド

無担保

2025年９月30日から

2026年９月30日まで

３【重要な契約等】

金融機関との当座貸越契約

１．財務上の特約が付された金銭消費貸借契約締結の目的

　今後の事業展開に必要な資金需要の増加に備え、機動的かつ安定的な資金調達手段を確保することにより、財務

運営の強化を図ることを目的として、2025年９月24日締結の契約において、2024年９月19日付けローン契約の借入

枠を増額しました。

２．金銭消費貸借契約（ローン契約）の概要

　　（注）主な借入人の義務は下記となっております。

　　　イ．借入人の決済書類を提出する義務

　　　ロ．財務制限条項を遵守すること

　　　　連結子会社エアロパートナーズの株式会社みずほ銀行と締結したローン契約（特別当座貸越約定書及び銀行取引

約定を併せた取引（契約日2024年９月19日、2025年９月30日現在の借入残高なし）には、以下の財務制限条項が付

されており、当該条項に抵触した場合は、本契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性がありま

す。

　　　　2025年３月期決算を初回とし、以降各年度の決算期の末日におけるエアロパートナーズの単体の貸借対照表にお

ける純資産の部の金額を、直前の事業年度の決算期末日における借主の単体の貸借対照表における純資産の部の金

額の75％以上とすること。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 55,000,000

計 55,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
(2025年９月30日)

提出日現在発行数（株）
(2025年11月12日)

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 15,514,721 15,514,721
東京証券取引所

スタンダード市場

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

単元株式数100株

計 15,514,721 15,514,721 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2025年４月１日～

2025年９月30日
－ 15,514,721 － 3,426,916 － 615,043

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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2025年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

石川　大樹 東京都世田谷区 1,296 8.58

MSIP CLIENT SECURITIES

（常任代理人モルガン・スタンレ

ーMUFG証券株式会社）

25 Cabot Square， Canary Wharf， London 

E14 4QA， U.K.

（東京都千代田区大手町１丁目９－７　大手

町フィナンシャルシティサウスタワー）

723 4.79

野村信託銀行株式会社(投信口) 東京都千代田区大手町２丁目２－２ 470 3.11

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１－１ 465 3.08

NOMURA INTERNATIONAL PLC A/C 

JAPAN FLOW

（常任代理人野村證券株式会社）

1 ANGEL LANE, LONDON, EC4R 3AB, UNITED 

KINGDOM

（東京都中央区日本橋１丁目13－１）

413 2.74

BNYM SA/NV FOR BNYM FOR BNYM 

GCM CLIENT ACCTS M ILM FE

（常任代理人株式会社三菱UFJ銀

行）

2 KING EDWARD STREET, LONDON EC1A 1HQ 

UNITED KINGDOM

（東京都千代田区丸の内１丁目４番５号　決

済事業部）

369 2.44

上田八木短資株式会社 大阪府大阪市中央区高麗橋２丁目４－２ 345 2.28

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC　

ISG (FE-AC)

（常任代理人株式会社三菱UFJ銀

行）

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 

LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM

（東京都千代田区丸の内１丁目４番５号　決

済事業部）

317 2.09

MORGAN STANLEY & CO. LLC

（常任代理人モルガン・スタンレ

ーMUFG証券株式会社）

1585 Broadway New York, New York 10036, 

U.S.A.

（東京都千代田区大手町１丁目９－７　大手

町フィナンシャルシティサウスタワー）

288 1.91

株式会社SBI証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 270 1.79

計 － 4,961 32.81

（５）【大株主の状況】

（注）当社は上記のほか、自己株式395,348株を所有しております。

- 6 -

2025/11/13 11:36:08／25274739_株式会社理経_半期報告書（法24条の5第1項の表の第1号又は第2号に基づくもの）



2025年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 395,300 －

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 15,095,900 150,959 同上

単元未満株式 普通株式 23,521 － －

発行済株式総数 15,514,721 － －

総株主の議決権 － 150,959 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（注）「単元未満株式」欄には、当社保有の自己株式が48株含まれております。

2025年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社　理経
東京都新宿区西新

宿３丁目２番11号
395,300 - 395,300 2.55

計 － 395,300 - 395,300 2.55

②【自己株式等】

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年４月１日から2025年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,075,749 3,995,318

受取手形、売掛金及び契約資産 4,497,382 3,803,449

電子記録債権 48,018 44,576

商品及び製品 903,838 805,777

前渡金 1,582,751 2,018,165

その他 194,837 77,410

貸倒引当金 △10,133 △10,272

流動資産合計 10,292,445 10,734,424

固定資産

有形固定資産 430,771 429,342

無形固定資産 22,140 22,260

投資その他の資産

投資有価証券 31,630 31,630

繰延税金資産 137,322 94,990

その他 170,039 169,857

投資その他の資産合計 338,992 296,478

固定資産合計 791,903 748,081

資産合計 11,084,348 11,482,506

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,073,447 813,643

短期借入金 2,983,000 2,800,000

１年内返済予定の長期借入金 40,560 100,524

未払法人税等 317,248 131,963

前受金 486,025 907,875

その他 488,609 440,452

流動負債合計 5,388,891 5,194,458

固定負債

長期借入金 47,900 537,674

退職給付に係る負債 220,912 204,989

役員退職慰労引当金 2,770 3,245

その他 38,292 31,379

固定負債合計 309,875 777,288

負債合計 5,698,766 5,971,747

純資産の部

株主資本

資本金 3,426,916 3,426,916

資本剰余金 605,508 606,241

利益剰余金 1,450,930 1,570,760

自己株式 △112,338 △112,350

株主資本合計 5,371,016 5,491,567

その他の包括利益累計額

繰延ヘッジ損益 5,935 11,678

土地再評価差額金 △11,613 △11,613

為替換算調整勘定 2,550 2,504

退職給付に係る調整累計額 △9,759 △9,377

その他の包括利益累計額合計 △12,887 △6,808

非支配株主持分 27,452 25,999

純資産合計 5,385,582 5,510,759

負債純資産合計 11,084,348 11,482,506

１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】
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（単位：千円）

前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

売上高 9,618,429 9,804,218

売上原価 8,057,498 8,164,747

売上総利益 1,560,930 1,639,470

販売費及び一般管理費

給料及び賞与 618,280 655,329

退職給付費用 15,570 18,671

貸倒引当金繰入額 3,676 138

役員退職慰労引当金繰入額 475 475

その他 516,852 544,970

販売費及び一般管理費合計 1,154,855 1,219,586

営業利益 406,075 419,884

営業外収益

受取利息 207 2,761

為替差益 3,079 885

受取賃貸料 1,309 1,153

その他 1,388 1,914

営業外収益合計 5,984 6,714

営業外費用

支払利息 2,250 13,269

支払手数料 28,458 45,228

その他 688 3

営業外費用合計 31,398 58,500

経常利益 380,662 368,098

特別損失

投資有価証券評価損 24,830 －

特別損失合計 24,830 －

税金等調整前中間純利益 355,831 368,098

法人税、住民税及び事業税 173,767 111,761

法人税等調整額 11,695 39,622

法人税等合計 185,463 151,384

中間純利益 170,367 216,714

非支配株主に帰属する中間純利益 2,751 6,167

親会社株主に帰属する中間純利益 167,615 210,546

（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】
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（単位：千円）

前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

中間純利益 170,367 216,714

その他の包括利益

繰延ヘッジ損益 △27,175 5,742

為替換算調整勘定 △744 △46

退職給付に係る調整額 △524 382

その他の包括利益合計 △28,443 6,079

中間包括利益 141,923 222,793

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 139,171 216,625

非支配株主に係る中間包括利益 2,751 6,167

【中間連結包括利益計算書】
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（単位：千円）

前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 355,831 368,098

減価償却費 18,267 21,421

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,907 138

受取利息及び受取配当金 △207 △2,761

支払利息 2,250 13,269

投資有価証券評価損益（△は益） 24,830 －

売上債権の増減額（△は増加） 395,397 697,375

棚卸資産の増減額（△は増加） △72,973 98,061

前渡金の増減額（△は増加） 705,534 △435,414

仕入債務の増減額（△は減少） △1,065,299 △259,804

前受金の増減額（△は減少） 409,010 421,849

未収消費税等の増減額（△は増加） 124,770 86,456

未払消費税等の増減額（△は減少） △88,971 8,015

その他 △108,014 △35,987

小計 704,333 980,719

利息及び配当金の受取額 207 2,634

利息の支払額 △2,250 △13,269

法人税等の支払額 △119,611 △293,307

営業活動によるキャッシュ・フロー 582,678 676,776

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △5,085 △16,577

無形固定資産の取得による支出 △10,980 △3,523

出資金の払込による支出 － △10

差入保証金の差入による支出 △32,968 △295

差入保証金の回収による収入 679 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △48,354 △20,406

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △20,280 △50,262

長期借入れによる収入 － 600,000

短期借入金の純増減額（△は減少） 80,000 △183,000

配当金の支払額 △75,198 △90,061

非支配株主への配当金の支払額 － △6,888

その他 △4,861 △6,475

財務活動によるキャッシュ・フロー △20,340 263,312

現金及び現金同等物に係る換算差額 △701 △113

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 513,281 919,569

現金及び現金同等物の期首残高 3,062,440 3,075,749

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 3,575,722 ※ 3,995,318

（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　該当事項はありません。

 ①金銭消費賃貸借契約の締結日  2025年10月８日

 ②契約形態  シンジケーション方式のコミットメントライン

 ③アレンジャー兼エージェント  株式会社三菱UFJ銀行

 ④参加金融機関（借入先）  株式会社三菱UFJ銀行、株式会社きらぼし銀行、

 株式会社商工組合中央金庫、

 株式会社三井住友銀行、株式会社りそな銀行、

 株式会社群馬銀行、株式会社あおぞら銀行、

 株式会社横浜銀行、朝日信用金庫、

 株式会社千葉銀行、株式会社八十二銀行、

 株式会社伊予銀行

 ⑤組成金額（債務の元本）  8,550,000千円

 ⑥実行日  2025年10月15日

 ⑦満期予定日（※）（弁済予定日）  2026年10月14日

 ⑧担保の有無  無担保・無保証

 ⑨資金使途  既存借入金の借換資金を含む運転資金

（追加情報）

（子会社のコミットメントライン契約変更並びに営業外費用の計上）

　 当社の連結子会社である株式会社エアロパートナーズは、2025年８月25日開催の取締役会において、財務上の

特約が付された金銭消費賃貸借契約増加の決議を行いました。この契約増額に伴い諸費用87,240千円を契約締結

予定日の第３四半期連結会計期間に計上いたします。

１.本契約締結の目的

　 今後の事業展開に必要な資金需要の増加に備え、機動的かつ安定的な資金調達手段を確保することにより、財

務運営の強化を図ることを目的としております。

２.本契約の概要

※１　契約は、2028年10月13日満期まで更新可能。

※２　変更前の融資枠設定金額：6,050,000千円

前中間連結会計期間
（自 2024年４月１日

至 2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2025年４月１日

至 2025年９月30日）

現金及び預金勘定 3,575,722千円 3,995,318千円

預入期間が３か月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 3,575,722 3,995,318

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
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（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月27日

定時株主総会
普通株式 75,597 5 2024年３月31日 2024年６月28日 利益剰余金

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月27日

定時株主総会
普通株式 90,716 6 2025年３月31日 2025年６月30日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自 2024年４月１日　至 2024年９月30日）

配当金支払額

Ⅱ　当中間連結会計期間（自 2025年４月１日　至 2025年９月30日）

配当金支払額

（単位：千円）

報告セグメント

合計 調整額
中間連結損益
計算書計上額

（注）
システムソリ
ューション

ネットワー
クソリュー

ション

電子部品及び
機器

売上高

外部顧客への売上

高
1,564,166 659,561 7,394,700 9,618,429 － 9,618,429

セグメント間の内
部売上高又は振替
高

16,947 1,780 5,516 24,243 △24,243 －

計 1,581,114 661,341 7,400,216 9,642,673 △24,243 9,618,429

セグメント利益又は

損失（△）
△84,952 △19,433 510,461 406,075 － 406,075

（単位：千円）

報告セグメント

合計 調整額
中間連結損益
計算書計上額

（注）
システムソリ
ューション

ネットワー
クソリュー

ション

電子部品及び
機器

売上高

外部顧客への売上

高
1,420,069 854,416 7,529,732 9,804,218 － 9,804,218

セグメント間の内
部売上高又は振替
高

24 2,128 4,144 6,297 △6,297 －

計 1,420,094 856,545 7,533,876 9,810,515 △6,297 9,804,218

セグメント利益又は

損失（△）
△43,221 △28,200 491,307 419,884 － 419,884

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自 2024年４月１日　至 2024年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）セグメント利益又は損失（△）の合計額は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。

Ⅱ　当中間連結会計期間（自 2025年４月１日　至 2025年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）セグメント利益又は損失（△）の合計額は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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報告セグメント

合計システム

ソリューション

ネットワーク

ソリューション
電子部品及び機器

一時点で移転される財又は

サービス
1,169,939 512,622 7,394,700 9,077,263

一定の期間にわたり移転さ

れるサービス
394,227 146,938 － 541,166

顧客との契約から生じる収

益
1,564,166 659,561 7,394,700 9,618,429

その他の収益 － － － －

外部顧客への売上高 1,564,166 659,561 7,394,700 9,618,429

報告セグメント

合計システム

ソリューション

ネットワーク

ソリューション
電子部品及び機器

一時点で移転される財又は

サービス
1,049,554 695,630 7,529,732 9,274,916

一定の期間にわたり移転さ

れるサービス
370,514 158,786 － 529,301

顧客との契約から生じる収

益
1,420,069 854,416 7,529,732 9,804,218

その他の収益 － － － －

外部顧客への売上高 1,420,069 854,416 7,529,732 9,804,218

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　前中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

（単位：千円）

　当中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

（単位：千円）
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前中間連結会計期間
(自  2024年４月１日
至  2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自  2025年４月１日
至  2025年９月30日)

１株当たり中間純利益 11円09銭 13円93銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 167,615 210,546

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間

純利益（千円）
167,615 210,546

普通株式の期中平均株式数（千株） 15,119 15,119

（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。

- 16 -
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年11月11日

株式会社理経

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 田　島　一　郎

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 鯉　沼　里　枝

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社理経

の2025年４月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年４月１日から2025年９月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社理経及び連結子会社の2025年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な

点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・  主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・  継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め
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（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・  中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・  中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の５の２第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2025年11月12日

【会社名】 株式会社　理経

【英訳名】 RIKEI CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　猪　坂　　哲

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役経理部長　　長谷川　章詞

【本店の所在の場所】 東京都新宿区西新宿３丁目２番11号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

【表紙】
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１【半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

　当社代表取締役猪坂哲及び取締役経理部長長谷川章詞は、当社の第69期中（自2025年４月１日　至2025年９月30

日）の半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

２【特記事項】

　特記すべき事項はありません。
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